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大阪市の結核罹患率の低下速度の鈍化要因に関する分析

―行政区類型,年 次推移,年 齢階級からみた結核高罹患率の構造―
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The tuberculosis incidence rate in Osaka City is the highest in Japan. We analyzed the 

incidence rate in Osaka City in five-year period from 1978 to 1997, namely, 1978-1982 

(period I), 1983-1987 (period II), 1988-1992 (period III), and 1993-1997 (period N) 

Until the first half of 1980, the tuberculosis incidence rate in Osaka City had been drop

ping every year, but the rate of decline has been slowed substantially or even stopped 

since 1983. The incidence rate ratio of Osaka City compared with the national rate was 

2.0 to 2.3 from 1970 to 1975, but it has been increasing from 1983 and is now higher than 

3. We divided 24 wards of Osaka City into five groups based on selected employment 

indicators of population 15 years of age and over of 1995 National Census. Group A 

consists of two wards characterized by extremely high unemployment rate, Group B of 

four wards by high unemployment rate and high rate of manufacturing workers, Group 

C of six wards by high rate of non-manufacturing workers (tertiary industry workers), 

Group D of five wards by high rate of manufacturing workers, and Group E of seven 

wards by residential areas. The incidence rate of Group A had been declining during periods 

I and II but started to rise after period III. The rates of Group B and C had been 

declining from period I to II but the decline slowed down substantially even for every 

age class in periods III and N. The incidence rates of Groups D and E have been falling. 

The incidence rate of the 50-69 year-old age group has been increasing substantially. The 

proportion of newly registered patients in Group A to all patients of Osaka City
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increased from 25.2% in period I to 32.7% in period N. The number of newly registered 

patients of the 40-69 age class in Group A accounted for 45.1% of that in Osaka City 

in period IV. The slowdown in the reduction of the tuberculosis incidence rate has occurred 

not in all, but in only a few wards and it is a typical phenomenon of the middle-aged 

in those wards. It would be worth investigating whether a substantial decline in the 

tuberculosis incidence rate in Osaka City cannot be achieved by means of uniform control 

measures for all wards. Intensified tuberculosis control measures should focus on patients 

in specific wards and age groups.

Key words: Urban city, Regional difference,

 Middle aged, Decline rate, Tuberculosis 

incidence

キーワーズ:大 都市,地 域格差,中 年期,減 少速

度,結 核罹患率

は じ め に

結核の死亡率,罹 患率が低下するにつれて,患 者の減

少が社会全般に一様にみられず,特 定の職業層'集 団の

低下速度が緩慢であ り,結 核患者が社会的偏在化してき

ていることが指摘されている1)2)。 また,地 域間格差に

ついても従来指摘されていた西高東低のかたちから,近

年大都市偏在傾向が顕著となり,大 都市と地方の結核罹

患率の格差が年々増大 しつつある状況にある3)。 欧米

諸国の状況からしても,結 核対策を最後まで必要とされ

るのは大都市である4)。

さらに,わ が国の結核罹患率の低下速度が1980年 代

から鈍化してきていることが指摘 されている5)。 大都

市の中でも大阪市,神 戸市の低下速度の鈍化傾向が著 し

く,大 都市間の罹患率格差も増大しつつある6)7)。 大都

市の結核対策をどのように進めていくかを考えるにあたっ

ては,結 核罹患率の低下速度が鈍化 してきている構造を

明らかにすることが重要である。そこで,結 核罹患率が

わが国で最も高い大阪市8)を 例としてわが国の大都市

の結核問題の構造について分析 し,今 後の対策の方向性

を考えた。

対象と方法

結核新登録患者数については,1978年 か ら1989年 ま

では 「大阪市の結核」(大 阪市環境保健局)か ら,1990

年か ら1997年 の ものは大阪市環境保健局感染症対策室

予防課から直接に情報を得た。

結核罹患率の計算にあたっては,分 子を各区の新登録

患者数 とし,分 母は国勢調査年においては国勢調査の年

齢階級別人口を,調 査年以外は直線回帰法で計算 した推

定人口を用いた。年齢調整罹患率の計算にあたって,わ

が国では昭和60年 モデル人口を基準人口としているが,

これは現在の大阪市の人口構成に比べて若年齢層に偏っ

ているために粗罹患率 との差が大 きくなることから,本

研究では基準人口として1995年 の大阪市年齢階級別人

口を用いた。

大阪市の行政区別の分析にあたっては1989年2月 に,

北 区と大淀区,東 区と南区がそれぞれ合区され,北 区と

中央区となり現在は24区 となっているが,年 次推移を

みるために1989年 以前の行政区別の分析 も現在の24区

に置き換えて行った。本研究では,1995年 の国勢調査

結果に基づ き 「失業率」,就 業人口中の 「製造業従事者」

および 「建設業従事者」の3点 をもとに24の 行政区を

表1の とおりA～Eの5つ に類型化 した(表1)。

各類型の地域特性別については,「 失業率が著 しく高

い」2区 をA群,「 建設業従事者の割合が高 くまた失業

率 も高い」大阪湾岸の4区 をB群,「 非製造業従事者の

割合が高い,つ まりオフィス街,商 業地域,歓 楽街が密

集している」6区 をC群,「 製造業従事者の割合が高い」

5区 をD群,「 比較的住宅が多い」7区 をE群 とした。

A群 の2区 のうち,西 成区は全国最大の簡易宿泊施設

が密集している地域であり,一 方の浪速区は関西最大の

電器 ・通信機器関連商店が密集 している商業地域である。

失業率は両区ともに高いものの,性 格を異にした区でも

あることから,一 部の分析を,A-a群,A-b群 と分け

て行った。

結 果

1.大 阪市の結核罹患率の推移 と全国の罹患率との比に

ついて(表2,図1)

大阪市の結核罹患率は,1980年 の前半までは年々減

少 していたが,1983年 を節 目に低下速度が大幅に鈍化

し,横 這い傾向に転換 していた。

全国の結核罹患率と大阪市ならびに大阪府下の結核罹
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表2全 国,大 阪市,大 阪府の罹患率と罹患比

出典 衛生統計年報(大 阪市),結 核登録者の現況(大 阪府)

図1大 阪市の罹患率と全国の罹患率との比の推移
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患率 の比について1970年 か らの推移をみると,大 阪市

と全国の罹患率比については,1970年 か ら1975年 にか

けて2.0か ら2.3に 上昇 し,し ばらくは横這い傾向であっ

た後,1983年 か ら罹患率比が上昇傾向に転 じ,近 年は3

を超える高水準となっていた。一方,全 国と大阪府下と

の罹患率の比はほぼ1.2～1.3の 範囲で近年 まで安定 し

て推移 していたが,1995年 以降になって1.3を 超 えるよ

うになり,大 阪市,大 阪府ともに全国との格差が拡大し

はじめていた。

2.結 核年齢調整罹患率区分別にみた大阪市24行 政区

の分布の推移(表3)

大阪市全体の結核罹患率曲線は右下がりであったのが,

1983年 を節 目に水平に寝た曲線となっていた(図1)。

そ こで,過 去20年 間の結核罹患率の推移を検討するに

あたり,5年 単位で1978～1982年(1期),1983～1987

年(II期),1988～1992年(III期),1993～1997年(IV期)

に分けて分析を行った。各期の結核罹患率の計算にあたっ

ては,各 期の新登録者総数を分子とし,各 期中の国勢調

査の年齢階級別人口を分母とした。

各期ごとの大阪市24区 の年齢調整罹患率 区分の推移

をみると,罹 患率上位の2区 を除 く区については罹患率

の最頻階級が1期 からIV期 にかけて罹患率が一貫 して低

率の区分に移動 していた。 しか し,「200以 上 」の区分

の2区 については,I期 からII期 にかけて罹患率が一度

低率区分に移行 した後,III期,IV期 に高位の区分に移行

して推移 していた。

3.大 阪市の行政区類型別にみた罹患率の低下率の推移

(表4)

大阪市の24行 政 区を5つ の類型に分けて推移をみた。

新登録者数,粗 罹患率については,A群 はI期 か らII

期 にかけては他の群とほぼ同様に低下 していたが,II期

か らIII期にかけて上昇に転 じていた。B,C群 は,低 下

傾向が維持されていたものの,III期 か らIV期 にかけて罹

患率の低下が鈍化 していた。D,E群 は一貫して低下し,

鈍化傾向は軽微であった。粗罹患率と年齢調整罹患率で

分けてみると減少速度は年齢調整罹患率の方が高かった。

4.大 阪市の行政区類型別の罹患率の推移(図2)

年齢要因の影響を除 くため行政区単位で年齢調整罹患

率を用いて,各 類型ごとに,罹 患率の推移をみた。A群

の2区 では,1983年 ごろより,減 少速度が とまり,上

昇傾向に転 じていた。B群 からE群 の罹患率の推移 は

右下が りの似たパターンであった。D群 の罹患率の低下

率が最も大きかった。罹患率の低下速度の鈍化は,A群

で顕著であ り,次 いでB群 であった。高罹患率の類型

表3大 阪市の行政区の時期別の年齢調整罹患率
区分別の推移

群の区ほど減少傾向が乏しく,各 類型群間の罹患率格差

は拡大する傾向にあった。

5.1～IV期 別 にみた年齢階級別罹患率の推移(図3～

7)

A群 の区では罹患率はI期 とII期 にかけて低下 して

いたが,そ れ以降は上昇傾向に転 じていた。特 に60～

69歳 の年齢層の罹患率が大幅に上昇していた。B,C群

の罹患率はいずれの年齢階級でも1期 からII期 にかけて

低下していたが,III期 とIV期 ではいずれの年齢階級の罹

患率についても低下が乏しかった。D,E群 の区では皿

期以降の時期においても各年齢階級ともに罹患率が低下

していた。罹患率の低下率が鈍化 していたC群,罹 患

率が上昇していたA群 においては,主 に中高年齢層の

罹患率の上昇が罹患率の推移に影響を与えていた。

6.大 阪市の新登録患者の中に中高年齢者の占める割合

の推移(表5)

年齢 階級別にみると,罹 患率の減少率は50,60歳 代 で
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表4類 型別にみた新登録患者数,粗罹患率および年齢調整罹患率とその低下率の推移

低下率は,前期に対する当期の低下数・率に対する率である

図2大 阪市の行政区類型群別の年齢調整罹患率の推移

鈍 化 し,50～69歳 の患 者 の全 体 に 占 め る 割 合 が1期 か

らIV期 に か け て34.5%,39.2%,43.4%,46.9%と 上 昇

し,患 者 の約 半 数 を 占 め る に至 っ て い た。

7.I～IV期 別 にみたA群 とE群 の年齢階級別罹患率

比の推移(図8)

罹患率が順調に低下し続けているE群 と罹患率が上

昇傾向となっているA群 について年齢階級別に罹患率
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図3行 政区A群 の年齢階級別罹患率の推移

図4行 政区B群 の年齢階級別罹患率の推移

図5行 政区C群 の年齢階級別罹患率の推移

の比の推移をみた。E群 に対するA群 との罹患比は,

中高年齢層で顕著に高く,5～10で あった。II期 以降に

40歳 代,50歳 代,60歳 代の罹患比が明 らかに高 くなる

方向にあった。つまり,罹 患率が低下傾向にあるE群

とA群 との違いは中高年齢層の罹患率の動向にあった。

8.特 定2区(A群)の 新登録者数の大阪市 に占める

図6行 政区D群 の年齢階級別罹患率の推移

図7行 政区E群 の年齢階級別罹患率の推移

割合の推移(表5)

特定2区 の新登録患者が大阪市に占める割合は,I期

25.2%,II期24.4%,III期29.8%,IV期32.7%で あ り,

I期 か らII期 にかけて低下した後は,高 くなる傾向にあっ

た。つまり,I期 では4分 の1を 占めるだけであったの

が,IV期 では3分 の1を 占めるに至っていた。年齢階級

別に,特 定2区 の占める新登録者の割合をみると,40～

69歳 の年齢階層で高 く,1期 からの推移では50,60歳

代 の新登録者で特定2区 の占める割合が上昇 し,IV期 に

はA群 の50歳 代 の新登録者は大阪市全体の同年齢層の

45.1%を 占めていた。

考 察

わが国の結核罹患率の低下速度 は1980年 代 か ら鈍化

している。この鈍化要因については,平 均寿命が延び今

なお多数の既感染の高齢者が存在 しているためとされて

いる9)。 この点については,大 阪市の場合 も年齢調整

すると明確な低下傾向にあったことか ら(表4),高 齢

者の問題 も多少は関与 していると思われたが,あ る時期

まで順調に低下 していたのが,あ る時期から全国に比べ
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表5大 阪市の時期別,行 政区類型別,年 齢階級別の新登録者数の推移

図8行 政区A群 とE群 の年齢階級別罹患率の比
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てその低下速度の鈍化度が著 しく,格 差が増大 している

ことには既感染者の存在以外の社会的要因が介在 してい

ることが示唆された。

(1)大 阪市の罹患率低下速度鈍化の構造

大阪市全体 としての結核罹患率の低下速度は鈍化 して

いた。これを24行 政区を類型化 して罹患率の低下速度

を検討した。大阪市は,大 阪都市圏の中で極めて狭い都

市機能を営む空間であり,市 外の阪神間の市町村や大阪

府下の千里 ・泉北ニュータウンに居住する人々の経済活

動 と市外 と市内に住む人々による密接な関連により都市

の機能が営まれているのが現状である。したがつて,大

阪市内だけの地域の類型には問題があり,ま た住所不定

者等 も1日 の中の時間帯によって仕事 ・作業,食 料の確

保,寝 場所など行政区をまたがって生活 している現状に

あり特定の区分を行 うことには限界がある。このことを

承知の上で国勢調査資料をもとに類型化を行った。その

結果,類 型別にみる罹患率の減少速度の大小には異なる

傾向がみられた。つまり,一 貫 して低下傾向が継続 して

いる類型に属する区が存在 している一方で,低 下傾向が

乏しい類型の区ならびに上昇傾向に転 じている特定区が

存在 していることが明らかとなった。罹患率の低下速度

が鈍化ないし上昇に転 じている区の動向が全体に与える

影響力が年々大 きくなり,こ れが大阪市全体の罹患率低

下を鈍化させている構造と考えられた。

(2)地 域類型別の罹患率の推移 と大都市における保健

体制 との関連

1980年 代初頭までは,著 しく罹患率が高かった区で

も他の区と同様に罹患率の低下速度は同水準であったこ

とは注 目される結果であった。 これが,1983年 ころか

ら状況が変化 し,他 の区とは全 く異なる罹患率の低下速

度を示 していた。これは大阪市のみならず,名 古屋市に

おける上松らの住所不定者を除 く男性の肺結核罹患率の

分析でも,1982年 までは順調に減少 していたのが1982

～1984年 に横這いとなったことが報告 されている10)。

この1982年 は奇 しくもわが国の地域保健体制に大 きな

影響を与えた老人保健法が成立 した年である。特に,指

定都市である大阪市のように保健所を設置 している都市

の場合,老 人保健法の施行にともない,こ れまで行われ

てきた母子保健事業,結 核事業等に加え,老 人保健事業

が保健所事業に付け加わり,事 業の対象者としてこれま

で以上に地域住民を意識 した保健事業がはじめられるこ

とになった11)12)。 この時期はRFP等 の標準の化学療

法が定着 しはじめた時期であったにもかかわらず,こ の

時期以降に罹患率の低下速度が鈍化ないし罹患率が上昇

しはじめる区と減少 していく区に二分していく状況になっ

ていた。罹患率が上昇ない し,低 下傾向が鈍化 した区は,

失業率が著 しく高い区(A群),建 設作業や事業所等の

不安定労働者が多い区(B群),商 店や飲食店などのサー

ビス業事業者が密集 している区(C群)で あったことは,

住民を対象とした保健所活動が充実 していった反面,都

市で生活する不安定労働者や不安定生活者 に対す る,

いわゆる公衆衛生上の対象者に対する対応力が弱体化

したのではないかと考えられた13)～15)。商 工業都市,

商都,中 小企業の街とも言われる大阪市に結核罹患率が

高いことには,労 働保健,地 域保健体制の狭間にある労

働者が多い産業構造的特性が深 く関係 しているように思

われる。ところで,大 都市の公衆衛生体制の危機につい

てはすでに30年 以上前に神戸市衛生局長の和 田は,指

定都市には保健サービス的な仕事を主 とする保健所だけ

ではだめで,行 政庁的な性格の強い監視センター的な保

健所の2種 類の保健施設が必要であり,さ らに衛生研究

所 も相当充実 したものをもつ必要があるとし,大 都市特

有の問題に対応する形がないとすれば,近 い将来わが国

の大都市の衛生水準の改善が行 き詰まってしまうことは

火を見るよりも明らかである,と わが国の大都市におけ

る固有の保健体制の強化の必要性 を指摘 している16)。

このような都市における公衆衛生体制の弱体化が結核

の再興につながることは世界の主要都市で示されてい

る17)。この意味で,大 阪市の保健体制が平成12年4月

に1保 健所24保 健 センター体制に変革 されたことが,

不特定多数の人々に対応で きる公衆衛生活動の充実強化

につながることを期待 したい。

(3)年 齢階級別にみた罹患率の低下速度の鈍化要因

年齢階級別にみると,罹 患率の減少率は50,60歳 代

で鈍化 していた。その結果50～69歳 の患者の全体に占

める割合がI期 からIV期 にかけて34.5%か ら46.9%と 上

昇 し,患 者の約半数を占めるに至っていた。A群,B

群 の罹患率の低下速度が鈍化に大きく関与 していた年齢

階層はともに50,60歳 代 であった。A群 とE群 との罹

患率格差を増大させている原因は中高年齢層の罹患率に

あった。

名古屋市や東京都における結核の課題を有する住所不

定者の年齢層が中高年齢層であることはこれまでに指摘

されている18)19)。日置は30数 年前にこの中高年齢層の

結核問題は主として従来の結核対策の弱点の集積であり,

特別に年齢という生物学的因子のために起こっているの

ではなく,こ の弱点を踏まえた結核対策がなされれば自

然に消滅するとしている20)。 しか し,大 阪市 をはじめ

今 日のわが国の大都市ではこのような問題が消滅するこ

となく存続 していた。ニューヨーク州の結核統計におい

ても,ニ ューヨーク市を除 く州は年齢が上がるにつれて

罹患率が上昇する罹患率曲線であったのに対 し,ニ ュー

ヨーク市の年齢階級別罹患率は35～54歳 の年齢層が最

も高いといった大阪市のA群 に近い罹患率曲線であ り,

21―
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これは人種別には有色人種でより顕著であることが示さ

れている21)。

南沢は,昭 和45年 ころよ り大阪市 をはじめとする大

都市圏の一部で健康水準が低下 してきていることに着 目

し分析を進め,そ の結果その主な理由は中年期の死亡率

の改善が年次を経るにつれて遅れてきているためであり,

なかでも結核,肝 硬変,自 殺など社会的因子 と関連の深

い死因では府下,全 国との格差が著 しいことを指摘 し,

中高年齢層の保健対策がわが国の都市の公衆衛生対策の

強化すべ き課題であることを示 している22)23)。

(4)A群(特 定2区)の 結核高罹患率の構造

A群 の年齢階級別罹患率は,30歳 代 から高 くな り,

40～60歳 代 では他の群に比べて顕著に高 く,70歳 以上

となると罹患率が大幅に低 くなるパターンであった。

これは,人 の流出 ・流入のない閉鎖的な地域の結核罹

患率の推移か らすると,感 染症が低蔓延状態に至ると高

齢者に患者層がシフトしてい くというフロス ト効果24)

とは,全 く矛盾する現象であった。大阪市の現状は,結

核が国民病であった時代に産業化,都 市化にともなう農

村から都市への人口移動が青年層にピークをつ くる患者

構成につながっていたことと類似 し25),大 阪都市圏の中

高年齢層の流動的労働者集団が存在することによると考

えられた。この点については,井 上らは大阪愛隣地区労

働者の肺結核患者の191例 の実態調査から,181人 が健

康保険証をもっていなかったこと,職 業は発症前は土工,

工員,と び職 荷役作業員であった者が発症後は雑役,

無職,失 職者に移行 していたこと,住 居に関する調査か

ら,発 症前に飯場,自 宅等であった者が発症後地区内の

簡易旅館(い わゆるドヤ)に 所在する者が増えていたこ

とから,肺 結核患者が自宅,飯 場等愛隣地区以外にある

住居から地区内の簡易旅館へ流入 していたことを明らか

にしている26)。梅村も愛知県下の結核患者の分析か ら,

生活保護を受けている8割 以上の結核患者は結核罹患の

ために生活保護に至っていたことを報告 している27)。

中西らも新宿区のサウナでの集団感染事件の調査により,

路上生活者などの住所不定者とサウナの利用者,さ らに

は従業員の人々が相互に移行 しあう存在であ り,経 済的

に困窮すると人々の生活形態や居住場所が移行 している

ことを結核の菌株のつなが りから実証 している28)～30)。

大阪市の特定区で顕著に結核罹患率が高い理由として,

この区に2万 人を超える主として土木 ・建築現場で働 く

日雇労働者の存在が指摘されている。この地域には,疾

病や失業などの何 らかの理由で生活が困窮すると,医 療

機関としては健康保険証がなくとも診療 して くれる100

床(結 核病床はない)を 有する大阪社会医療センター付

属病院があり,西 成区の福祉事務所 とは独立 して,施 設

入所や入院などの相談や保護の決定や実施をしてくれる

全国的にも特異な市立更生相談所が存在するなど31)32),

この特定区には歴史的な経過の積み重ねにより社会的な

セーフティネットが比較的整っている状況にある。この

地区の結核患者の中で大阪出身の者は約1割 くらいに過

ぎず,近 畿,中 四国,九 州沖縄,東 海北陸以東の全国的

な拡が りをもつ人からなりたっている33)。 大 阪都市圏

に働いている不安定雇用者は結核を発症することにとも

ない特定地域に集積 して くることから,戦 前と同水準の

肺結核の蔓延が維持されていると推測される鋤～36)。A

群 の地域の結核患者は地域住民というよりも,も とはと

言えば仕事をもとめて大阪都市圏に流入 した組織化され

ていない労働者というべき人々であ り,欧 米の都市の移

民にともなう結核問題と似た,い わば国内移民(出 稼ぎ

労働者)の 結核問題が重なって高罹患率が維持されてい

るといえると推測される。

このようなわが国の大都市の結核問題に対しては,ニ ュー

ヨーク市の結核対策は大きな教訓になると思われる。ニュー

ヨーク市では1976年 ころから結核の減少速度が停滞 し,

少 しずつ増えはじめてきた。これは結核は過去の病気と

して予算が大幅削減され,結 核対策に対応できる保健医

療施設を含めた体制が弱体化 して きていた状況下 に,

HIVの 流行も重なり,再 興する事態 となった。 これに

対する結核対策は限られた予算を予防内服と接触者の追

跡と接触者検診だけに当て,確 実に患者を治すDOTに

ほとんど予算が使われないという戦略的なミスを犯して

いたと反省 されている37)～39)。1990年 ころか らCDC

の指導と予算投入により,結 核対策の戦略をDOTを 主

体としたものに変化させた結果,み ごとに結核患者数が

減 りだ し最近ではニューヨーク市は米国一の結核対策が

成功 した事例となっている40)。 この意味では,わ が国

の大都市の結核対策はニューヨーク市の失敗の歴史を繰

り返すことがないように結核患者の現状を十分に分析 し,

現実にあった対策を進める時期にあると言えよう。

大都市である大阪市の結核対策にも,こ れまでの全区

画一の結核対策の推進といった方向から各区の患者の特

性を踏まえた対策の実践が課題であ り,都 市の特性であ

る流動性の高い対象者,労 働者にも対応できる,他 の先

進諸国の主要都市で成果を上げているDOT戦 略 を取 り

入れた大幅な結核戦略の見直しを行うことなくしては,

結核問題の克服には非常に長い年月を要することは間違

いないと思われる。

最後に,本 論文は,平 成9, 10年 度の厚生科学研究費

補助金,新 興 ・再興感染症研究事業主任研究者森亨 「再

興感染症としての結核対策のあ り方に関する総合研究」

の分担研究 「大都市の特定地域における結核実態と対策

に関する研究」として検討を進めてきたものであ り41),
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その主旨は1998年 の第57回 日本公衆衛生学会総会(岐

阜)に おいて報告した42)。
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